国庫補助事業

平成28年度  公益財団法人日本体育協会
公認スポーツ指導者講師競技別全国研修会

委託事業　経理処理関係書類
· 委託事業経理処理に関する基準要項

· 委託事業経理処理基準一覧

· 事業委託契約書／事業委託覚書　雛形
· 事業承認兼委託金交付申請書（一式）

· 事業実施報告書兼委託金交付申請書（一式）

★書類作成・提出時の注意点★

基準、経理処理方法等について、昨年から変更はありません。

1. 書式について
(1) 平成28年度用の書式を必ず使用すること。※本会HPよりダウンロード可能。
(2) 書類は全てA４サイズで作成し、全てそろえた上で紙媒体により提出すること。
※謝金・旅費支給明細についてはA3サイズでも可とする。
(3) 申請書では具体的な計画を立て、謝金・旅費支払明細等の必要項目を入力し、収支計算書を作成すること。また、詳細が未定の経費については、過去の事業を考慮して予算計上すること。
2. 必要書類

	実施申請時
	実施報告時

	①鑑文(申請時用)
	①鑑文(報告時用)

	②実施計画書
	②実施報告書

	③開催要項
	③開催要項

	④参加者名簿
	④参加者名簿(出欠入り)

	⑤日程表
	⑤日程表

	⑥収支計算書(予算書)
	⑥収支計算書(決算書)

	⑦謝金・旅費支払明細
	⑦謝金・旅費支払明細

	⑧借損料･通信運搬費明細
	⑧借損料･通信運搬費明細

	⑨見積書等
	⑨証憑書類(請求書、領収書等)

	
	⑩各種変更届(申請時から変更があった場合)

	＜提出締切＞

事前80％概算払：1ヶ月前まで

実施後全額払：4週間前まで

（修正・再提出：10日前まで）
	＜提出期限＞

事業終了後2か月以内または

平成29年3月17日（金）のいずれか早い期日



3. 注意事項
(1) 開催要項

1 必ず「国庫補助事業」と明記すること。

2 開催要項（例）を参考に作成すること。

3 他事業を本講習会と並行して開催することは原則禁止する。
4 開催要項は、必ず受講者に配布するものとする。
5 本会公認スポーツ指導者登録規程に定められた義務研修とする場合、「この研修会は、日本体育協会公認スポーツ指導者の資格更新のための義務研修となります。」と必ず明記すること。併せて、登録管理システム上にて申請作業を行い、事業終了後はシステムへ参加実績を入力すること。
(2) 実施内容

1 研修内容の設定にあたり、下記に示す＜講義／指導実習／研究協議＞を必ず含むこと。また、各テーマについては、指定の下記2テーマの内どちらか1つを選択し実施すること。

2 研修の時間数は、上記で示した指定内容を含め、合計15時間程度になるように計画すること。
＜講義＞
a. 競技団体における指導者養成事業について
b. 競技者育成プログラム（一貫指導体制）について
＜指導実習＞
a. 養成講習会における講習・試験（理論・実技）方法について
b. 指導者養成・活動事業（講習会・研修会等）の企画・立案について

＜研究協議＞
a. 公認指導者間のネットワーク構築・活用等について
b. 公認スポーツ指導者の指導者活動事例にもとづく研究協議






